
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

2回実施 達成 -

1回実施 １回実施 達成

達成

・各地域、分野における観光客に向けた安全対策の充実

　（県内10地区の観光客安全対策推進組織による安全パトロール内容の充実、ポスター・パンフレットを利用した啓発活動回数の増）

・観光地特有の危機管理の在り方について、関係者の意識醸成を行う（講演会等の実施）

Ｈ２４
H25

目標

現況

（見込）
目標 成果 達成状況

スキー場パトロール講習会への負担金 負担金

839

2回実施 2回実施

- 2回実施

関係者による連絡会議の開催

県内観光地における安全パトロール

安全啓発講座等の実施

114 114 111

合計 839 939 836

2回実施

各地域ご

と年2回
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1-2　強みを生かした、観光の振興

　　　　1選ばれる観光地域づくり 実施期間 S51

75 75

観光地危機管理セミナーの開催 直接 講演会

スキー場パトロール講習会（長野県索道事業者協議会

開催）の一部費用を負担した。

644

観光客安全対策推進会議の開催

644

会議を通じ、関係団体による意見交換を実施。 6 6

836

1回実施

成果目標の達成状況

項目

目指す姿

現状

○県内では地域ごと観光地の抱える問題に差異があるため、地域の実情に合わせた安全対策が求められている。

○東日本大震災、長野県北部地震等の経験から、観光地に特化した危機管理体制の在り方を検討する必要性が生じている。

○県・国・民間団体・事業者が相互に協力し、長野県を訪れる観光客の安全確保と、安全対策が継続的に実施されることを目指す。

合計（A) 839

直接 消耗品、コピー代、運送料等

836

年1回

事業内容

県内10地区観光客安全対策推進組織への交付金
交付金

県内観光地（登山道、スキー場等）における安全確認

パトロール、啓発活動に係る経費を一部補助。

直接

75

～

6

100

（単位：千円）　

県が関与

する理由

□法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

■民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 安全対策推進組織は長野県の観光客安全対策に関係する組織によって構

成されており、連絡調整や全県的な取り組みの実施にあたり県の関与が不

可欠。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

644

項目 実施方法 H24事業実績

H24 H25

（当初） （決算） （当初）

事務的経費

予

算

額

前年度繰越

当初予算 839

補正予算等 100

839 939

839

Aの

財源

839 839 939 836

概　算

人件費

0.30 0.30 0.30 0.30

2,495

839 839 939

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

危機管理セミナーの質疑・アンケート等を通じ、県内観光関係者の問題意識の高さが確認された。このことから、今後はさらに関係者の

ニーズや観光地の実情に合わせた情報提供・情報交換が実施できるよう、施策を検討したい。

目標に対

する成果

の状況

観光地に特化した危機管理意識の醸成のため、観光地リスクマネジメントセミナーを県下2会場で実施。県、市町村、市町村観光協会、旅

館・ホテル経営者などが諏訪会場で60名、長野会場では71名が参加し、観光地における危機管理の在り方に関する情報提供を実施する

ことができた。

 概算事業費（B（A）+C） 3,334 3,316 3,416 3,313

2,477 2,477 2,477
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区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度24年度24年度24年度 25年度


